英国の行政機構に関する覚書 by 石見 豊
























































































































































































































































時のホールデン委員会，第 2次大戦後の王立行政研究所（the Royal Institute 

























②については，1964 年のウェールズ省の設置や 1972 年の北アイルランド省
の設置などがその具体例である。③は，類似の機能の省を一つにまとめる場
合や大きくなり過ぎた省を分離する場合のパターンである33）。渡辺によれば，





































には中央政府全体で 150 以上のエージェンシーが存在し，公務員全体の約 8
割がエージェンシーで勤務するという時期もあったが，エージェンシーの導
入から 10 年目の 1998 年までに 11 のエージェンシーが民営化され，1つは
廃止され，1つは中央政府に戻された 38）。
　ちなみに，2003 年 1 月時点では，127 のエージェンシーがあり，公務員









Employment Service, the Social Security Benefits Agency）
② 通常，制定法に基づく規制的機能（権限）を行使するタイプのエージェン















シーが設置されてから丁度 10 年が経過した 1998 年に当時のブレア労働党政
権はエージェンシー計画の完了を宣言した。しかし，その後も，エージェン
シーの数は増えた。1997 年から 2004 年の間にイングランドおよび英国全体
を管轄するエージェンシーが少なくとも 10 は新設された 43）。しかし，その








料であるが，1998 年時点での 138 のエージェンシーを対象にした長官の任
用方法についての内閣府調査では，公務内での公募が 61 エージェンシー，
公務外も含めた公募が 31 エージェンシー，本省内での人事が 39 エージェ
ンシー，事実上の非公募が 7エージェンシーという状況であった 45）。また，
1995 年度と 1997 年度のエージェンシーの運営経費を比較したオリバー・
ジェームズの分析は，次のような興味深いデータを示している。これは，95
年度から 97 年度の期間に，組織運営が比較的安定的だった 72 のエージェン
シーを対象とした調査に基づくものである。95 年度には合計で 91 億 2,700
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は，非省庁型公的団体（Non-Departmental Public Bodies: NDPBs），クワン







提供される」非省庁型公的機関は 252 であると指摘した 47）。しかしながら，
1980 年のプリアツキー報告（Pliatzky Report）では，その数は 2,167 に膨れ
上がり，21 万 7,000 人の職員を抱えるとしている。また，1993 年の内閣府
の調査では，機関の数は 1,389，職員数は 4万 2,600 人と減っている。さらに，



















































































の要求を認め，1974 年 1 月に DJCが設置された。ただし，DJCが作成した
再建案は，公共投資に依存し，ブル ・ーカラー（労働者）の労働機会の育成，
港湾の維持などを主体としたものであったので，国の受け入れるところとは








































































　公務員数の変化について見ると，公務員数は 1976 年に 75 万 1,000 人で最
大規模に達し，1979 年に誕生したサッチャー政権は，当時の 73 万 2,000 人
を 84 年までに 63 万人にするという目標を立てた。サッチャーの辞任時の
90 年の公務員数は 58 万人，97 年のブレア労働党政権誕生時では 49 万 5,000
人と減り続けた 61）。最も減少幅が大きかったのは，技術職であったが，高
級公務員（最上級グレードの 1～ 3）でも「80 年から 86 年の間に 20％のポ







を行使してきた。公務員規則（Civil Service Code）や公務員管理規則（Civil 
Service Management Code）はあったが，それらは英国議会が制定した法律
ではなかった。公務員法制を制定しようとする動きはブレア政権の頃からあ








は，2009 年 7 月 20 日に議会に提出され，総選挙の間際でブラウン政権末期
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 11） 商工省は戦前にも存在した。1925（大正 14）年，農商務省から分離して商工省
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